
外形標準課税の対象法人の見直しについて外形標準課税の対象法人の見直しについて

【要件】
前事業年度に外形標準課税の対象であった法人で、当該事業年度末日において資本金

又は出資金の額が１億円以下かつ資本金と資本剰余金の合計額が10億円を超える場合
は、外形標準課税の対象となります。
（地方税法施行令附則第6条、第5条の7（R8.4.1以後開始事業年度）、地方税法施行規則第2条の6の3、法附則8条
の3の3、改正法附則第7条）

【施行期日・経過措置】
・ 令和７年(2025年)４月１日以後に開始する事業年

度から適用されます。
・ 令和７年(2025年)４月１日以後、最初に開始する

事業年度（以下「最初事業年度」という。）について、
令和６年(2024年) ３月30日を含む事業年度の前事
業年度から最初事業年度の前事業年度までのいずれか
の事業年度が外形標準課税の対象であって、上記要件
に該当するときは、外形標準課税の対象となります。

ただし、令和６年(2024年)３月29日の現況におい
て、資本金の額又は出資金の額が１億円以下であり、
令和6年(2024年) 3月30日以後最初に終了した事業
年度が外形標準課税の対象外である場合は除きます。

令和６年度税制改正により、法人事業税の外形標準課税について、現在の外形標準課
税対象法人（事業年度末日における資本金又は出資金の額が１億円を超える法人）に加
え、次の１及び２の法人も外形標準課税の対象となりました。

また、次の３のとおり法人事業税の中間申告義務判定に係る改正が行われました。

１ 減資により、資本金の額又は出資金の額が１億円以下となった法人

２ 特定法人の100％子法人等で資本金の額又は出資金が１億円以下の法人

【要件】
外形標準課税の対象である特定法人（※）の100％子法人等について、当該事業年度

末日の資本金の額又は出資金の額が１億円以下かつ資本金と資本剰余金の合計額が２億
円を超える場合は、外形標準課税の対象となります。

なお、産業競争力強化法の改正の日（令和6年(2024年) 9月2日）から、特別事業再編計画に基
づいて行われるM＆Aにより、100％子法人等となった法人等ついては、上記要件にかかわらず、買
収から５年を経過する日を含む事業年度まで外形標準課税の対象外となります。
（地方税法第72条の2第1項第1号、地方税法施行令第10条の2～第10条の5、地方税法施行規則第3条の13の4）

※ 特定法人とは、資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人及び保険業法に規定する
相互会社をいいます。

次のケースの場合には、１００％子法人等が外形標準課税の対象となります。
（ケース１）特定法人との間に当該特定法人による完全支配関係がある法人
（ケース２）100％グループ内で複数の特定法人に株式の全部を保有されている法人

（ケース１）

（親・外形対象法人）
【資本金＋資本剰余金】

５０億円超

（子）資本金１億円以下
【資本金＋資本剰余金】

２億円超

持株比率
100％

（ケース２）

（外形対象法人）
【資本金＋資本剰余金】

５０億円超

（外形対象法人）
【資本金＋資本剰余金】

５０億円超

資本金１億円以下
【資本金＋資本剰余金】

２億円超

持株比率
70％

持株比率
30％

資本金
［現行基準：１億円超］

資
本
剰
余
金

資本準備金

その他資本剰余金

補充的な基準
［資本金＋資本剰余金］
10億円



【施行期日・経過措置】
・ 令和８年(2026年)４月１日以後に開始する事業年度から適用されます。
・ ２の改正により、新たに外形標準課税の対象となったことで、従来の課税方式で計算した税額

を超える場合は、次のとおり税負担を軽減する措置が講じられます。

外形標準課税の対象判定フロー図

事業年度末日時点の資本金の額又は出資金の額が１億円を超えている

外形標準課税の対象

外
形
標
準
課
税

対
象
外

（１）令和７年(2025年)４月１日以後に開始する事業年度の場合

令和６年(2024年)３月29日の現況で資本
金の額又は出資金の額が１億円を超えている

令和６年(2024年)３月30日を含む事業年度の
前事業年度から、最初事業年度の前事業年度ま

でのいずれかが外形標準課税の対象である

事業年度末日時点の資本金と資本剰余金の
合計額が10億円を超えている

令和７年(2025年)４月１日以後に開始する最初の事業年度である

YES NO

前事業年度が
外形標準課税の対象である

YES

YES

YES

YES

YES

NO

NO

NO

NO

NO

事業年度 控除額

令和８年(2026年)４月１日から令和９年(2027年)
３月31日までの間に開始する事業年度

当該超える額の２／３を軽減

令和９年(2027年)４月１日から令和10年(2028年)
３月31日までの間に開始する事業年度

当該超える額の１／３を軽減



（２）令和８年(2026年)４月１日以後に開始する事業年度の場合

事業年度末日時点の資本金の額又は出資金の額が１億円を超えている

外形標準課税の対象

外
形
標
準
課
税

対
象
外

前事業年度が外形標準課税の対象である

資本金と資本剰余金の合計額が
10億円を超えている

当該法人は100％子法人である

親法人が特定法人であり、
外形標準課税の対象である

当該法人の資本金と資本剰余金の合計額が
２億円を超えている

特別事業再編計画に基づいて
100％子法人となった法人である

買収から５年を経過する
までの事業年度である

YES NO

YES

YES

YES

YES

YES

YES

NO

NO

NO

NO

NO

NO

NO YES



３ 法人事業税の中間申告義務判定について

外形標準課税の対象法人は、法人税において中間申告義務のない法人であっても、事
業年度の期間が６か月を超えるとき（※1）は法人事業税及び特別法人事業税について中
間申告の義務があります。

現行では、当該事業年度開始の日以後６か月を経過した日（※2）の前日において外形
標準課税の対象法人である場合に中間申告の義務がありますが、令和７年４月１日以後
開始事業年度においては、前事業年度について外形標準課税の対象法人である場合に、
中間申告の義務があることとなります。

このため、前事業年度について外形標準課税の対象法人である場合には、当該事業年
度開始の日以後６か月を経過した日の前日において外形標準課税の対象外であっても、
中間申告の義務があることになりますのでご留意ください。
（地方税法附則第8条の3の３第2項、地方税法第72条の26第1項・第8項～第9項（R8.4.1以後開始事業年度））

※１ 通算子法人の場合は、「通算子法人の事業年度開始の日の属する通算親法人事業年度が６
か月を超え、かつ、当該通算親法人事業年度開始の日以後６か月を経過した日において通算
親法人との間に通算完全支配関係があるとき」と読み替えます。

※２ 通算子法人の場合は、事業年度開始の日の属する通算親法人の事業年度開始の日以後６か
月を経過した日と読み替えます。

【施行期日等】
・ 令和７年（2025年）４月１日以後に開始する事業年度から適用されます。

【法人道民税・法人事業税
・特別法人事業税の申告書提出先】

札幌道税事務所 税務管理部 課税第一課 ℡ 011-204-5083
〒060-0003  札幌市中央区北３条西７丁目道庁別館２F

【北海道税務課のホームページアドレス】 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zim/index.html


